
用  途 設置台数（年度末） 

共用 ６６４ 

住民情報システム用 １５２ 

その他個別業務専用 ８２ 

合  計 ８９８ 

決算書掲載頁　91

内
訳

市役所における行政サービスの実施や内部事務の管理における情報化において、全庁共通で必要なシステム・基盤の
導入・維持・管理・最適化により、安定的なシステムの運用及び業務の効率性（正確、即応、コスト）の向上を図る。

システムの導入や更新の支援にあたっては、費用対効果が最適となるよう分析を行いながら、システムの調達にあたっ
ては、価格における競争性と機能における安全性や安定性の確保を図る。また、将来的には個々のシステムの効率化
のみならず、クラウドなど新技術の導入や、近隣市町村との広域的な取組みの可能性についての検討を行っていく。

貢
献
度
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性

新しい都市経営のための情報化を進める情報化
自律協働都市

施
策
の
大
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総務部行政改革課

事業： 情報化事業 0418

03

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第5章

目

的

総
合
評
価

妥当性

効率性

有効性

施策に対する
事業貢献度

根

拠

A

システムの導入・維持・管理・最適化を予定していたとおりに実施でき、情報化の推進
が図れた。A

システムの導入・維持・管理・最適化を予
定していたとおりに実施できた。

A

A

A

目

標

各システムの安全かつ安定的な稼動及びシステムの見直しの継続による業務の省力化・効率化を行う。
各種業務システムの基盤となる安全かつ安定したネットワーク通信の維持を行う。
内部業務の情報化や個人情報保護対策などの支援、検討、調整の推進を行う。（主な支援事業　１２事業）
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国府支出金
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114,082

1,021
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0

98,569
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事業費 99,596

(決算額) (千円) (千円)

(円)

(円)

コ
ス
ト
情
報
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評
価

所管課

各種業務や内部事務の情報化において、全庁的なシステム・基盤の導入・維持・管理・最適化及び各担当課個別システ
ムの導入支援を行い、システムの安定稼働及び業務の効率化を図る。

事
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細事業：情報化事業 03事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較
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職員数

再任用職員数

1

直営 平成10年度

庁内組織

システムの導入や更新の支援にあたっては、費用対効果が最適となるよう分析を行いながら、システムの調達にあたっ
ては、価格における競争性と機能における安全性や安定性の確保を図る。また、将来的には個々のシステムの効率化
のみならず、クラウドなど新技術の導入や、近隣市町村との広域的な取組みの可能性についての検討を行っていく。
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象
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各システムの安全かつ安定的な稼動及びシステムの見直しの継続による業務の省力化・効率化を行う。
各種業務システムの基盤となる安全かつ安定したネットワーク通信の維持を行う。
内部業務の情報化や個人情報保護対策などの支援、検討、調整の推進を行う。（主な支援事業　１２事業）
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事業：情報化事業                               

１．都市経営のための情報化とＩＴ基盤の維持・最適化 

 市役所における行政サービスの実施や内部事務の管理における情報化において、全庁共通で必要なシステ 

ム・基盤の導入・維持・管理・最適化により、安定的なシステムの運用及び業務の効率性（正確、即応、コ 

スト）の向上に努めた。 

細事業：情報化事業                             

  各種業務や内部事務の情報化において、全庁的なシステム・基盤の導入・維持・管理・最適化及び各担当 

 課個別システムの導入支援を行い、システムの安定稼働及び業務の効率化に努めた。 

１．業務の効率化のための情報化の取り組み 

 ・住民情報システム更新  ・ふれあい収集管理システム作成 ・図書館システム更新 

・人事給与システム更新  ・会議録検索システム更新    ・市民窓口課住居表示 DB作成 

・財務会計システム更新  ・救命講習 e-learning環境構築  ・消防署移転作業支援  

・認定審査会システム更新 ・戸籍副本管理システム導入   ・住民基本台帳ネットワークシステム更新 

・登記情報管理システム導入・旅券受付管理システム改修 

２．庁内及び公共施設間のネットワークの管理 

 システムの運用に必要不可欠なネットワーク基盤として、庁内及び公共施設（本庁、公民館や消防署など 

市内３０施設）間のネットワーク接続について安定稼動に努めた。 

３．パソコンの維持管理 

  職員の事務に用いるパソコンの維持管理や賃借期間終了による機器の更新、追加導入を行った。 

 

 

 

 

４. 総合行政ネットワーク※の維持 

大阪電子自治体推進協議会※での共同取り組みにより運用している総合行政ネットワーク※について、国・ 

府などとのメール交換や、公的個人認証サービスにおける電子証明書の交付などに利用した。 

  ※ 大阪電子自治体推進協議会…大阪府と府内全市町村が共通の課題である「電子自治体」の実現に連携し、協働 

               して取り組むことを目的に、平成 14年 4月 25日に設立した団体。 

※ 総合行政ネットワーク…地方公共団体間を結ぶ、行政専用の通信回線。電子メールなど様々な行政間の通信に 

               利用する。国の府省間ネットワークと相互接続し、国の機関とも情報交換を行う。 

５. 個人・組織認証基盤の維持 

個人が確定申告などの行政手続きを、自宅や職場などのパソコンからインターネットを通じて安全・確実 

に行うために、他人によるなりすまし申請や電子データが通信途中で改ざんされていないことを確認するた 

めの公的個人認証サービスや、地方公共団体が電子入札などの手続きを住民・企業等との間で実施する申請・

届出等の手続、あるいは地方公共団体相互間の文書のやり取りにおいて、盗聴、改ざん、なりすまし、否認を

防止するための地方公共団体組織認証基盤を適正に運用した。 

６．職員の情報処理能力の向上 

   パソコン利用の促進と利用可能な職員の養成を目的として、ワープロソフト、表計算ソフトのパソコン 

 操作研修を実施した。 ・ワープロソフト（Word2010）       ： １１人受講（１日２コマ実施） 

             ・表計算ソフト（Excel2010）      ： １７人受講（１日２コマ実施） 

用  途 設置台数（年度末） 

共用 ６６４ 

住民情報システム用 １５２ 

その他個別業務専用 ８２ 

合  計 ８９８ 

  


